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2G02 
イノベーション・バリューチェーンのレジリエンス評価 (2) 

- ICT の二面性 
 

○渡辺千仭（シンガポール国立大学） 
 

1. 序 

今日、ICT (情報通信技術) を中心とするｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの進展
にもかかわらず、先進国の経済成長が停滞していることに疑
問が投げかけられるようになってきている (Brynjolfsson et al., 
2011, Cowen, 2011)。 

2013 年の年次大会においては、ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ・ﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝを
俯瞰した最適解の追求という観点から世界の ICT の最前線の
潮流に目を向けて、世界 100 カ国及びグローバル ICT 企業
500 社を対象に、ICT の進展による 2 極化の中で ICT 先進国
家・企業の遭遇する想定外の悪循環の罠に注意を喚起して、
注目国家・企業の脱皮策とそこから得られるﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ技術経
営への示唆を抽出した。 

本稿は、その 2 極化の根源的要因にﾒｽを入れ、それが ICT
の内包する二面性に起因することを明らかにする。 
第 2 節では、ICT の地球的進展と 2 極化の実相に目を向け、

第 3 節で国家、企業を超えた 「大停滞」 (Cowen, 2011) の実
相をﾚﾋﾞｭｰする。第 4 節でその根源的要因たる ICT の二面性
を浮き彫りにして、その導くﾆｭｰﾊﾟﾗﾄﾞｯｸｽを第 5 節で実証する。
第6節では、その必然的帰結としてのｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝと消費の協創
の役割を明らかにして、ICT の二面性超克の唯一のｵﾌﾟｼｮﾝと
して、経済的価値を超えた超機能による ICT の誘発が不可避
であることを示す。第7節は、以上を総括して、不可避とした方
の具体的ｱﾌﾟﾛｰﾁの方策を示唆する。 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2. ICT の地球的進展と 2 極化 

 

    
 

 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 2．世界トップ 500 ICT 企業の 2 極化 (2010). 
  

 

                                                                                       
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1. 世界 100 カ国の情報化と 2 極化 (2011). 

 

 
資料: The Global Information Technology Report 2012 (WEF, 2012).    

    

表 1 世界 100 カ国の情報化ランクと 2 極化 (2011) 

 

 

表 2 世界トップ 100 ICT 企業の R&D 投資ランクと 2 極化 (2010) 

資料: Industrial R&D Investment Scoreboard (EU, annual issues). 

図 1. 世界 100 カ国の情報化と 2 極化 (2011). 

(表 1 でハッチを付した 30 カ国：悪循環) 
(表 2 でハッチを付した 21 企業：悪循環) 
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策への具体的ｱﾌﾟﾛｰﾁを示唆する。 

ICT の地球的進展は、国、企業を問わずその成長を ICT
主導ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ成長軌道に導く (Zhao et al., 2013)。それは、

必然的に、それぞれの成長軌道を 2 極化し(注)、ICT 成長

途上国・企業が ICT の進展に応じその生産性も上昇させる

好循環を享受するのに対し、ICT 先進国・企業は、ICT のさ

らなる進展は、その生産性を低下させる悪循環の罠に陥る 
(Watanabe, 2013b)。 

 
図 1 は、世界 100 カ国 2 極化を顕著に示すものであり、

表 1 に示すように、ICT 成長途上の 70 カ国が ICT の進展

に応じその生産性も向上させる好循環を享受しているのに

対し、ICT 先進 30 カ国は、悪循環の罠に陥っていることが

顕著にうかがわれる。図 2 に示すように、同様の 2 極化は、

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ ICT500 企業の成長軌道にも顕著に見られる。ICT
成長途上の 479 企業が ICT の進展とその生産性向上の好

循環を享受しているのに対し、ICT 先進 21 企業は、悪循環

の罠に陥っていることが顕著にうかがわれる。 
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3． 2 極化の帰結 
3.1 国家レベル   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4.  2 極化の要因 – ICT の二面性 

図 5は、ICTの進展とその価格 1 の推移を示したものである。 
 
 
 
 
 
 
                                
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
 
1 技術ｽﾄｯｸを内生化した生産関数 Y = F(X, T) において、技術ｽﾄｯｸ

のうち、ICT のｽﾄｯｸを I、それによる成長率への貢献をφ  とすると、 
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求の経済運営を前提とすると、これは、ICT の相対価格（実質 ICT 価

格pICT/py）に符合する。従って、実質 ICT価格 (pI) は次式によって計

測される 
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∂== φ  各国の I およびφ は、“The 

Conference Board Total Economy DatabaseTM, January 2013,” 
http://www.conference-board.org/data/economydatabase/に依拠

した。 

3.2 企業レベル 
  

図 6．技術価格の低下による成長率減少のメカニズム. 

図 5. ICT の進展と技術価格の推移 (1994-2011). 
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図 3．ICT 先進国の実質 GDP 成長率 (2006-2013) –年率 %. 

図 4．ICT 先進 100 企業の売上増加率 (2009-2011) – 年率 %. 
 

売上増加率 5% 以上 
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術
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資料： World Economic Outlook Database (IMF, annual issues). 

資料： 表 2 に同じ. 

増 加 率 
(GR) 

100 
企業 

うち 21 ICT 
先進企業 

GR > 5% 62 10 
5% > GR > 0 12 4 
0 > GR 21 7 

計 100 21 

 

以上の 2 極化の結果、

ICT 先進国は、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

を唯一の例外として、おし

なべて成長の  「大停滞」 
(Cowen, 2011) に陥っている。 

 同様の  「大停

滞」  は、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ

ICT 企業において

も例外ではなく、図

4 に示すように、ICT
先進 21企業の 52%
の 11 企 業 は

2009-2011 年の売

上増加率が 5%以

下に落ち込んでい

る (トップ 100 企業

では 33%に過ぎな

い)。 
中でもノキア等７

企業  (33%: Sony, 
Al-Lucent, Siemens, 
NEC, Nokia, LG, 
Motorola) はマイナ

ス成長に陥ってい

る (100 企業の中で

は、21%) ことが看

過できない。 
 

ICT の進展によって新機能が開発され価格は上昇するが、

同時に、ICT 固有の無料化、複製化が進み、規格化・量産と

相まって価格の急速な低下をもたらす。この結果、ICTの急速

な進展は、価格低下が新機能開発による上昇のｽﾋﾟｰﾄﾞを凌

駕して全体的に価格の低下をもたらすことになる。  
図 6に示すように、競争環境下において利潤最大化を追求

する場合、実質技術価格は限界生産性と一致するので、先

進国・企業は図 1, 2 に示すように低下をきたすことになる。 
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5.  ニューパラドックス 
5.1 Captured GDP から Un-captured GDP へのｼﾌﾄ 

 ICT の二面性は、ICT 主導経済 2 極化の構造的原因であ

る。それは、「Captured GDP から Un-captured GDP への

シフト」を加速する。ICT の急進を牽引するｲﾝﾀｰﾈｯﾄは、

新たな「自由な文化」を醸成し、消費者に従来には見られ

ないような効用 (消費の喜び) を提供する。しかし、それは、

必ずしも経済的価値を計測する従来の GDP の体系では捕

捉されるものではなくなってきている (Lowrey, 2011)。 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
図 7.  日本の国民的選好度のシフトトレンド (1972-2012).   
  (2) 企 業 
 
 
 
 
図 7．日本の国民選好度のシフト (1972-2012). 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 3 は、この点に注目して日本の価値観のｼﾌﾄと GDP との

相関を見たものである。 
 
表 3 日本の GDP と価値観との相関 (1972-2012) 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

一方、歴史的に見ても、消費者の効用は、経済的価値から
経済的価値を超えた、社会・文化的、憧憬的・帰属的価値を
包摂する超機能  (図 10参照) にｼﾌﾄしてきている （McDonagh, 
2008）。このような潮流は日本の国民選好度 2 のｼﾌﾄに鮮明
にうかがわれる。図 7 は、1972-2012 の 41 年間におけるこのｼﾌﾄ

を示したものであり、このｼﾌﾄは、次の 4 ﾌｪｰｽﾞに分けられる。 
 
ﾌｪｰｽﾞ1：1979年の第2次石油危機以前。ものの豊かさが凌駕 
ﾌｪｰｽﾞ 2:1991 年にｲﾝﾀｰﾈｯﾄの商用化がｽﾀｰﾄするまでのﾌｪｰｽﾞ 
ﾌｪｰｽﾞ 3：2000 年のﾈｯﾄﾊﾞﾌﾞﾙの崩壊を経て、2008 年のﾘｰﾏﾝｼｮｯｸに至るﾌｪｰｽﾞ 

ﾌｪｰｽﾞ 4：ポストリーマンショックの今日に至るﾌｪｰｽﾞ 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9．日本のハイテク企業の収益構造の 2 極化 (2011-12). 
  
 
 
 
 
 
  
  
図 8．ICTの進展・Un-captured GDP の増大、消費者の選好

ｼﾌﾄの共進ダイナミズム. 
  
 この共進ダイナミズムを通じて、経済的価値を超えた超機能

（Q）は、表 4 に示すようにインターネットへの依存を強く誘発す

ることがうかがわれる。 
 
表 4 経済機能を超えた超機能によるｲﾝﾀｰﾈｯﾄ依存の誘発 

(1994-2012) 

 
 
 
 
   

さらに、表 5、図 9に示すように、この超機能は、経済的価

値以上に ICT の新機能の創出を誘発するようになってきてい

ることがうかがわれる。 

                                                   
2 内閣府の「国民生活に関する世論調査」では、「人々が望む生

活」について、「物質的にはある程度豊かになったので、これか

らは心の豊かさやゆとりのある生活をすることに重きを置きた

い」とするものを『こころの豊かさ』に、「まだまだ物質的な面

で生活を豊かにすることに重きを置きたい」とするものを『もの

の豊かさ』と峻別して、国民選好度を測定している。 

 

 

 

資料：国民選好度調査 (内閣府、各年版). 
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図 7 を見ると、日本の国民選好度は、徐々に GDP で捕捉さ

れる経済的価値に根差すものから、必ずしも GDP では捕捉さ

れない、それを超えた社会的・文化的、憧憬的・帰属的価値

を包摂した超機能にシフトしてきていることが鮮明にうかがわ

れる。このようにして、日本の国民選好度は、経済の発展に対

応した時代の流れとともに、着実に経済的機能からそれを超

えた超機能にシフトしてきたが、図 7 を見ると、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの商

用化を奇貨とするフェーズ 3 以降、経済の発展にもかかわら

ず、GDP で捕捉されるべき経済的価値に変化が見られないよ

うになってきていることがうかがわれる。 
 

表 3 を見ると、超機能 (Q) は、GDP (Y) の増大に代表される経

済の進展とともに着実な漸増傾向を持続しているが、経済的価値

（V） は、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの商用化以降のﾌｪｰｽﾞ3からその影響を受けな

くなってきていることがうかがわれる。 
以上は、物質社会からサービス社会、工業化社会から情報化

社会へのパラダイムシフトと共進しつつ進展する、V から Q へのシ

フトと、そのｼﾌﾄ過程で顕著化する Un-captured GDP が消費者

の行動を支配していくプロセスを顕著に示すものである。その共

進メカニズムは、図 8 のように示される。 
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D: Dummy variables                                   
 
 

 
AIC 等を比較して、第 2 相関の統計的ﾌｨｯﾀﾋﾞﾘﾃｨ最大を確認。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 9．ICT の経済価値、それを超える超機能の弾性値の推移   

 
5.2 二面性移行期のイノベーションの源泉 
 以上みたように、インターネットの急速な普及に伴う、ICT の

二面性の顕在化は、captured GDP と un-captured GDP との
間の次のような軋轢を拡大し、同時に移行期の新たなイノベ

ーションを誘発する。 

(i) ICT 価格の低下は、消費者の選好の経済的価値からそれ

を超えた、社会的・文化的、憧憬的、帰属的価値を包摂する

超機能へのシフトと共進的に進行。 

(ii) 一方、生産者サイドにおいても、captured GDP から 
un-captured GDP へのシフトは、生産責任の消費者への転嫁

とも符合する。すなわち、従来生産者がフルセットで提供して

いたサービスは、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄコマースに典型的に見られるように、

少なからず消費者の方に転嫁されることになり、それが、ｲﾝﾀ

ｰﾈｯﾄ利用の無料化・複製化・標準化を容認することになる。 

(iii) このような、消費者、生産者双方のトランジションの過程

で、消費者の声なき声が消費者の怒りに転じていくことが顕著

に見られるようになる (Watanabe, 2013a)。 

(iv) 従って、このような 「怒れる消費者」 に目を向け、その活

力を活用し、またその怒りを新たなイノベーションのスプリング

ボードに転ずる 「イノベーションと消費の協創」 が鍵となる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   (1) 高技術集約と悪循環のディレンマ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11．消費者の怒りの高まり. 
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表 5 日本における国民選好： 経済的価値・それを超えた超機能と ICT ストックとの相関 (1999-2011) 

(1990-2011)
 

図 9 は、この結果に基づき、ICT の V, Q 弾性値を表示。Q の弾 
性値は、V のそれを凌駕。総じて漸増傾向。ネットバブル崩壊後に微 
減傾向に転じるも、リーマンショック後復調、今日に至るまで急増傾向。 
 

 

Anxiety 

 
図 10. 超機能の社会的、文化的、憧憬的、帰属的、感情

的価値概念. 

以上の分析を通じ、経済的価値を超えた超機

能の包摂する社会的、文化的、憧憬的、帰属的、

感情的価値の具体的概念が、図 10 に示すように

ｼｪｰﾌﾟｱｯﾌﾟされてくる。 

 以上のように、時代的ﾊﾟﾗﾀﾞｲﾑの変化とｲﾝﾀｰﾈｯﾄの

飛躍との共進のもと、ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ・ﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝにおい

て、生産者・消費者双方の役割や期待の変容が急速に

進みつつある。これに対して、生産者ｻｲﾄﾞの認識・対応

は、消費者ｻｲﾄﾞのそれに対して遅れが否めず、その結

果、両者の溝が深まり、図 11 に示すように、消費者の怒

りが高まってきている。 
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6．イノベーションと消費の協創 
6.1 ポスト大量消費社会の胎動 
ｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑﾛｰﾝに端を発し、2008年のﾘｰﾏﾝｼｮｯｸに帰結する

世界同時不況を経験した消費者は、従来のように、「景気が回

復すれば、再び消費を回復する」 というパターンを繰り返すこ

とにはならず、経済的価値ﾍﾞｰｽの消費は抑制し、選択的に経

済的価値を超えた超機能の消費にｼﾌﾄするﾎﾟｽﾄ大量消費社

会に移行する (Watanabe, 2013a)。ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの躍進はこれに拍

車をかけ、Un-captured GDP が、GDP の中枢を占める消費を

支配するようになる。このような趨勢は、表 6 に示す ICT 先進

国の限界消費性向の変化に顕著にうかがわれる。 

 

 
                1990-2007*   2008-2012** 
 

Finland          0.42         0.23 
Singapore        0.32         0.21 
Japan            0.59         0.34 
USA            0.74         0.64 
Germany         0.55         0.44 
UK             0.70         0.37  

*  1990-2006 in US and Germany 
**  2007-2012 in US and Germany 
資料： Author's estimate based on National Accounts Official Country 

Data (United Nations Statistics Division, annual issues). 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
                              

6.2 ICT の二面性の超克 
 (1) レジリエンス成長のオプション 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
(2) 経済的価値を超えた超機能によるＩＣＴの誘発 

 
 
  

図 12. ポスト大量消費社会に向けてのイノベーション共進ダイナミズム.  
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a 数値は 1990-2012 の日本の例を示す。 

限界消費性向 
(0.59 から 0.34 に低下) 

ICT の限界生産性 
(ICT 先進国の低下:  ICT 進展の罠) 

経済的価値を超えた超機能 
による ICT 誘発 

弾性値 
2.07       4.21 

限界効用 
（逓減の法則により低下） 

経済的価値由来効用 

超機能由来効用 

消費の喜び：効用 

   
1990-07 

 
2008-12  

限界消費 
性向 V

C
∂
∂  0.59 0.34  

ICT の 
限界生産性 I

V
∂
∂  0.025 0.011 ICT価格平均 

ICT 
ストック 

Ｉ 7.18 7.77 平均増加率 
（年率 %） 

経済的価値

弾性値 I
V

V
I ⋅

∂
∂  2.06* 2.08*

* 

*1990-2001 
**2002-2011 

超機能 
弾性値 I

Q
Q
I ⋅

∂
∂  4.17 4.24# #2008-2011 

 

表 7 日本のポスト大量消費社会前後の効用支配要因の変化 表 6  ICT 先進 6 カ国の限界消費性向の変化  

消費は、GDP の中枢を占めるものであり (6 ｹ国の GDP の

60-70%, ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙのみ 50%)、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙを唯一の例外とする

ICT 先進国の 「大停滞」 の背後にはこのような潮流が大きく存在

し、それは畢竟 ICT の二面性の帰結に他ならない。  
 
このような想定外の構造変化に対処して持続成長を堅持する

には、あらためて ICT の内包する二面性の構造要因を分析して、

その超克のための戦略ｵﾌﾟｼｮﾝを体系化することが、必要不可欠

である。 

 以上の問題意識に立脚して Un-captured GDP の台頭に

見られるような想定外の事態に対しても持続成長を堅持でき

る、さらには、このような事態をｽﾌﾟﾘﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞとしてより堅固な

成長を全うしうる強靭な体質を体化させることが戦略の要諦

となる。 
このためには、Un-captured GDP の台頭にこたえる消費

の堅持が決め手となり、その観点から、高齢化や嫌消費の

面からﾎﾟｽﾄ大量消費社会の 「ﾘﾄﾏｽ試験紙」 とされる日本

の効用 (消費の喜び) 支配要因を検証すると表 7 のように示

される。 

図 12 は、ICT 主導経済下におけるﾎﾟｽﾄ大量消費社会に

向けた消費の喜び、効用 (U) を、経済的価値 (V) に由来

するものと、経済的価値を超えた超機能 (Q) に由来するも

のに分けて、ICT を軸とするｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝと消費の共進ﾀﾞｲﾅﾐｽﾞ

ﾑを示す。 
 
表 7に見たﾎﾟｽﾄ大量消費社会における効用支配要因に照

らしてこれをみると、限界効用、限界消費性向に加え、ICT先

進国を覆う ICT 進展の罠に伴う ICT の限界生産性の低下に

目をはせれば、経済的価値を超えた超機能による ICT 誘発

が唯一の実効ある現実的ｵﾌﾟｼｮﾝであることが明らかになる。 
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7. 結 論 
 

今日、ICT (情報通信技術) を中心とするｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの進展

にもかかわらず、先進国の経済成長が停滞していることに疑

問が投げかけられるようになってきている。 

2013 年の年次大会においては、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ競争の熾烈な、

世界の ICT の最前線に注目して、世界 100 カ国及びｸﾞﾛｰﾊﾞ

ﾙ ICT 企業 500 社を対象に、ICT の飛躍がもたらす 2 極化と

その中での ICT先進国・企業が陥る想定外の悪循環の実相と

その構造的原因を明らかにし、ICT の進展による 2 極化の中

で ICT 先進国家・企業の遭遇する想定外の悪循環の罠に注

意を喚起して、注目国家・企業の脱皮策とそこから得られるﾚ

ｼﾞﾘｴﾝﾄ技術経営への示唆を抽出した。 

本稿は、以上の分析を発展させ、2 極化の根源的要因にﾒｽ

を入れ、それが ICT の内包する二面性に起因することを明ら

かにした。 

第 2節では、ICTの地球的進展と 2極化に目を向け、国家・

企業を問わず、構造的に進行する 2 極化の実相を検証した。

第 3 節で国家、企業を超えた 「大停滞」 の実相をﾚﾋﾞｭｰして、

ICT 先進国・企業が遭遇する ICT 進展の罠の具体的帰結を

明らかにした。第 4 節でその根源的要因たる ICT の二面性を

浮き彫りにして、そのﾒｶﾆｽﾞﾑを明らかにした。第 5 節では、そ

の導くﾆｭｰﾊﾟﾗﾄﾞｯｸｽの実相を実証的に分析して、経済的価値

からそれを超えた社会的・文化的・憧憬的・帰属的・感情的価

値を包摂した超機能へのｼﾌﾄと、それと共進的に進行する 

un-captured GDP の台頭を明らかにして、その潮流の中での

消費者の怒りの高まりを浮き彫りにした。第 6 節では、その必

然的帰結としてのｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝと消費の協創の役割を明らかに

して、ICT の二面性超克の唯一のｵﾌﾟｼｮﾝとして、経済的価値

を超えた超機能による ICTの誘発が不可避であることを示した。

すなわち、ﾎﾟｽﾄ大量消費社会の実相に照らして、GDP の中枢

を占める消費の持続的喚起を図る上で、ICT 主導経済におけ

る消費の喜びたる効用の支配要因を分析して、限界効用、限

界消費性向に加え、ICT 先進国を覆う ICT 進展の罠に伴う

ICT の限界生産性の低下に目をはせて、経済的価値を超え

た超機能による ICT 誘発が唯一の実効ある現実的ｵﾌﾟｼｮﾝで

あることを明らかにした。 

今後、引き続き、ICT 大国におけるこのための具体的方策

を比較検証して、その同質性と異質性を明らかにすることによ

って、un-captured GDP の高まりのような想定外の事態に対し

ても持続的発展を維持し、さらには、それをｽﾌﾟﾘﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞとし

てさらなる発展を遂げるﾚｼﾞﾘｴﾝﾄな成長軌道の本質を追究し

ていくことが課題となる。 
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